
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

生塵 壁塾騒ユ五壁塑幽題墜國堅 上墜皇丘奎旦全

1 事業の成果

初年度でかつ二か月半という短期間にもかかわらず、米国ポー トランド州立大学  

との共同で学内で上映会を開催できた

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  162  】千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

関係映画の上
映・字幕の翻
訳事業

米国や欧州での上映会で
拉致問題の現状を知って
もらう

令和 4年

11月

米国ポー

トランド
1 400 50 162
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れ
業

款
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定
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従事者
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事業費
(千円)
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書式第 13号 (法第28条関係)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

取

費

費

会

会

取

取
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一又
員

員

会

会

助

正

贅

受取寄附金
施設■受入評価益

取

49.535
49.5

受取補助企
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の の

受取利 .ロ

A

又 益 49.535

162.5

162.500

B

1

1

2

2

(1

(2)そ

の

役員報酬
給料千当
退職給付費用
福利厚生費

給料手当

役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
広告費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

-112 965

過年l支担益修正益
固

``||

D

災害損失

当 期 ,議  |, 1 減 額  rC】 ― D
-112 965

-112 965

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

エ

金   額 小計・合計

3 の の

(2) 形

1)

現金預金

未収金

棚卸資産

敷金

長期貸付金

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

1,013.8

1.013.8フ 0

()

1.013.870【A】 資 産 合 計 ①+②

2

+

1

B-1

長期借入金
退職給付引当金

未払金
ロサンゼルス上映会立て替え金
ハ リウッド li映会立て替ぇ金
ミュンヘン上映会立て替え金

本部立て替え金
顧 り

19 000

321,550
534,263

182,430

1.057.243

1.057.243

B-2 正

正

正

1.057.243【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

|



式 16 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末 |こおける退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる金客

計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

引当金

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計 Lしています。
また計上額の算定方法は「3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳」
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

に記載しています。

:円 )

,た :

事業部門計 管理部門 〈
ロ

関係映画の
上映・字幕
の翻訳事業 事業 事業 事業

科 目

0

49535
0

0

0

0

49535
0

0

0

0

49535
0

0

0

495354953519535

0

0

0

0

0

162500

0

0

0

0

0

00

162500 162500162500
162500162500162500

巨田諷田 ロ □理翌固112965

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
広告費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ■■口四国■■回四国

算定方法内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

金額



内 容 期首残高 当期増加額 当期減少額 備 考

合言十

コ

‘ 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のよう|こ使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
(単

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以 ドの通りです。

円 )

円 )

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

■ ■ ■ ■ :‐■II・・ 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末1[(得価額

有形固定資産

車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

期末残高科 目 期首残高 当期借入 当期返済

〈
口

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

科 H
計算書類に

計 Lさ れた
金額

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

期末残高

l ~~~~丁 ~~~~

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

金   額  ヽ 計

■全
f亀行普通預金 0

1.013,870

木収令

2

1

車両連搬某
事業用車両

イ十

(2)
ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

3 の

長期
′」↑

【A】 資 産 合 計 ①+② 1.013.870

321.550

531.263

182,430
19,000

未払金

ilを:を::誉
3:言:を

金
iLr'r ,i

謝■合計  ・・・( 1.057.243

長 期 (■1人 全

【

【8-1】 負 債 合 計 C+④ 1.057.243

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 -43 373
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■■回囲
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■■■■■■
■■■■■■

‐|:■ ‐

|

|

一絲
一理一借

|

|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

」ヒ理壁奎」二塾塗
`型
菫」樫]題墜亘:型LL型:墜:五:査」謹≧_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

′以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
′各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
11:」 |

ヤマシタセイジ 年  月  H

年  月  H

年1 月

月

H

目,.山下政治

常11「
イケダミエコ 年

年

月

月

H

H

年 月

月

||

||
イ
|:池田美江子

P,

11.ト
マツモ トヒロコ 年

年

月

月

日

日

年   月   日

年  月  日松本裕子

4 理 1'
ヤマダサ トン 年  月  日

年  '1  11

年  ,1  日

年   月   日山田学

:D コ||― |■
~|

年

年

月

月

日

日

年:   月    日

年  ナ,  口

6 理事・監事

年

年

月

月

口

口

年

年

月

月

日

口

′ 理事・監事

年

年

月   日

月    日

年  月  日

午  月  日

8 理事・監事

年

年

月   II

月 ||

年   月   日

年 ∫
I ||

9 理す・監」
`

年

年

月

月

H

H

年   月   日

年  月  日

10 Jll l'・ 11,」
「

年

年

月

月

H

H

年  月  日

年  月  日

事 業 報 告 用
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人拉致問題映画海外上映実行委員会

氏   名

1
山下 政治

2
池田 美江子  

3 松本 裕子

4
山田 学

5
川面 健―

6
ル

「

■  B士
1l H   F三 l,じヽ

7 吉岡 綾子

9 橋本 秀行

10
寺田 宗清

11
飛高 祥吾

12

|

,l ^* *,
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